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入院患者数増と高齢化が進む脳卒中患者の自宅退院には，社会的支援が必要な場合が多く，
在宅療養サービス利用の増加が予測される。そこで，富山県脳卒中ケアシステム事業登録者の
自宅退院割合と富山県の在宅療養支援サービスの充足・利用状況を把握し，社会的支援の影響
下，脳卒中患者の自宅退院の動向を考察した。
富山県脳卒中情報システム事業の登録者のうち，発症年が平成３年７月から平成15年12月で，

退院時死亡と退院先未定を除いた14,952名を抽出した。そのうち，30歳以上の14,040名と55歳
以上の12,160名を分析の対象とした。分析には，登録情報のうち，「退院先・年齢・発症年・自
力による行動範囲・認知症状の有無」を使用した。自宅退院の概況として30歳以上の性別・年
齢別・発症年次（時代）別の各々について自宅退院割合を，自宅退院の時代変遷として，1991～
1993年を基準に年齢調整自宅退院比と時代以外の影響を調整した自宅退院のオッズ比を求めた。
退院先の割合は，自宅退院が最も高く69.9％で，次いで転院，その他の順だった。年齢別，

時代別の動向では，男女ともに高齢と時代推移に伴い自宅退院割合はおおむね減少していた。
1991～1993年を基準とした時代別年齢調整自宅退院比では，男性の1994～1995年のみ１を越え，
それ以外では男女ともに１未満であった。自宅退院のオッズ比について，1991～1993年に対す
る各時代群の結果は，すべて１以下で，時代推移に伴い低下していたが，介護保険開始年の
2000～2001年では，その低下の傾きがやや緩やかになっていた。医療・福祉制度改正を考慮し，
介護保険開始以降，各施設数・利用者数の推移を社会的支援の時代変遷として確認した。富山
県の療養型病床群の病床数・新患者数は経年的に増加し，平成12～15年の病床利用率は90％台
であった。また，介護老人福祉施設，介護老人保健施設の利用者数増加率は全国より高く，介
護老人福祉施設の方が高かった。
自宅退院割合の時代推移に伴う低下が明らかになった。この低下を介護保険開始以降の在宅

療養サービスにおける各施設数・利用状況から検討した結果，介護老人福祉施設・療養型病床
群の施設充実とその利用が進む中，脳卒中患者は退院先の幅を広げ，自宅退院以外を選択して
いることが考えられた。

脳卒中，自宅退院，脳卒中情報システム事業，介護保険

7― ―



（単位 名，（ ）内％）

総数 男性 女性

総 数
30～44歳
45～54
55～64
65～74
75～84
85歳以上

平均年齢(歳）

注 退院時死亡・未回答は除く。
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Ⅰ

脳卒中は，昭和20年代後半から死因の第１位
を占めていたが1)，生活習慣病対策を中心とし
た発症予防や急性期脳卒中の致命率改善によ
り2)，昭和56年以降，死亡率は減少した1)。一
方，近年の診断技術の発展3)や高齢者人口の増
加，長寿化を理由に，その入院患者数は増加し
ている4)。入院患者の増加は，後遺症として運
動機能障害を伴う者の増加を示しており5)，最
近の脳卒中対策では機能予後の回復が重視され
ている。また，リハビリを含めた総合医療の必
要性が指摘されている6)。
リハビリ，予後の回復の目標に自宅退院があ

るが，脳卒中の場合，社会的支援を要するケー
スが多いと言われる7)。わが国では，ゴールド
プランから介護保険にみられるように高齢者対
策として在宅療養・介護の拡充が進められてい
る8)。入院期間短縮が進められる中，高齢化が
進む脳卒中患者が自宅退院の決定・維持のため
に，これらの在宅療養サービスを利用する機会
は，今後，増えていくと予測される。
以上から，脳卒中対策として医療・福祉制度

の影響下，自宅退院の動向を把握し，脳卒中患
者に必要なサービスを検討することが重要と考
える。しかし，過去の研究では一時点の自宅退
院状況と個人的要因との報告が多く9)-12)，社会
的要因から自宅退院の動向をみた研究はほとん
どない。そこで本研究では，富山県脳卒中ケア
システム事業登録者における自宅退院割合を発
症年次ごとに把握し，富山県の在宅療養支援

サービスの充足・利用状況を背景に，その動向
を考察した。

Ⅱ

富山県脳卒中情報システム事業の登録者のう
ち，発症年が平成３年７月から平成15年12月で，
退院時死亡と退院先未定を除いた14,952名（男
性8,765名，女性6,187名）を抽出した。そのう
ち，30歳以上の14,040名（男性8,254名，女性
5,786名）と55歳以上の12,160名（男性6,991名，
女性5,169名）を分析の対象とした。対象の平
均年齢は68.2±11.7歳（男性66.4±11.2歳，女
性70.9±11.8歳）で，年齢別構成割合は，男性
では，65～74歳（33.5％），55～64歳（26.4％），
75～84歳（20.9％），女性は，75～84歳（32.8
％），65～74歳（28.8％），55～64歳（16.9％）
の順に多かった 。

登録された情報のうち，「退院先・年齢・発
症年・自力による行動範囲・認知症状の有無」
を使用した。これらの項目について，年齢は，
30～44歳／45～54歳／55～64歳／65～74歳／
75～84歳／85歳以上，発症年は，1991～1993年
／1994～1995年／1996～1997年／1998～1999年
／2000～2001年／2002～2003年に区分した。今
回，これらを時代区分として用いた。
退院先・自力による行動範囲は，情報収集時
のカテゴリー分けをそのまま用いた。内容は，
退院先－自宅退院／転院／その他，自力による
行動範囲－歩くことができる／立つことができ
る／移動できる／移動できないである。退院先
の転院は，病院の療養型病床群や一般病院・専
門病院への転院，その他は病院以外の施設入所
を意味する。認知症状の有無については，その
未回答理由が把握できなかったため，認知症状
の有無－あり／なしに，未回答を加えた。
自宅退院の概況として30歳以上の性別，年齢
別，時代別の各々について，自宅退院割合を算
出した。次に，自宅退院の時代変遷として，
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（単位 名，（ ）内％）

総数 自宅退院 転院 その他

総 数

性別
男性
女性
年齢別
男性
30～44歳
45～54
55～64
65～74
75～84
85歳以上

女性
30～44歳
45～54
55～64
65～74
75～84
85歳以上

時代別
男性
1991～1993年
1994～1995
1996～1997
1998～1999
2000～2001
2002～2003

女性
1991～1993年
1994～1995
1996～1997
1998～1999
2000～2001
2002～2003

注 退院時死亡・未回答は除く。

1991～
1993年

1994～
1995

1996～
1997

1998～
1999

2000～
2001

2002～
2003

30～44歳
男性
女性

45～54歳
男性
女性

55～64歳
男性
女性

65～74歳
男性
女性

75～84歳
男性
女性

85歳以上
男性
女性

男性
女性

注 1) 1991～1993年の自宅退院割合を基準に，年齢調整自宅退院比
を算出。

年齢調整自宅退院比1)

第54巻第４号「厚生の指標」2007年４月

1991～1993年を基準にした年齢調
整自宅退院比と時代以外の影響を
調整した自宅退院のオッズ比を求
めた。オッズ比の算出では，55～
64歳以上を対象に，年齢・性別・
時代・自力による行動範囲・認知
症状の有無の５項目を同時に用い
た多重ロジスティック解析を用い，
1991～1993年に対する各時代の自
宅退院の状況をみた。
なお，富山県脳卒中情報システ

ム事業の情報利用については，富
山県厚生部の承認を得た。

Ⅲ

退院先の割合では，自宅退院が
最も高く，69.9％（男性74.2％，
女性63.8％）で，次いで転院，そ
の他の順であった 。年齢
別，時代別の動向では，男女とも
に高齢または時代推移に伴い自宅
退院割合はおおむね減少していた

。
年齢・性・時代別自宅退院の動向は，男女と

もに1996～1997年以降の75～84歳，85歳以上で
時代推移に伴い，減少傾向がみられた

。
1991～1993年を基準とした時代別年齢調整自

宅退院比では，男性の1994～1995年のみ１を越
え，それ以外では男女ともに１未満であった

。
自宅退院のオッズ比について，1991～1993年

に対する各時代群の結果は，全体と女性では，
全時代群で有意な関連があり，時代群の順に
各々，全体0.75，0.73，0.58，0.57，0.53，女
性0.67，0.68，0.51，0.55，0.48であった。男
性は1994～1995年を除いた全時代群で有意な関
連があり，時代群の順に0.82，0.77，0.64，
0.59，0.57であった。オッズ比は時代推移に伴
い低下していたが，介護保険開始年の2000～
2001年では，その低下の傾きがやや緩やかに
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注 自宅退院について，1991～1993年に対する各時代のオッズ比。
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なっていた 。

Ⅳ

富山県脳卒中情報システム事業は，
脳卒中患者の発症と退院後に関する
情報および実態を把握し，必要な保
健，福祉サービスの適切な提供を目
的としている13）。任意登録のため全
数把握ではないが，担当医師による
登録情報である。
脳卒中患者の自宅退院割合を患者

調査の推計退院者数（死亡を除く）
から4），過去３回分を算出すると，
平成８，11，14年の順に77.3％，
73.9％，71.9％であった。これは本
研究の自宅退院割合69.9％と類似し，
特異的な値でないことが確認できた。
また，この脳卒中情報システムの目
的の１つは，市町村の保健センター
を通じた保健・福祉サービスの適切
な提供であり13），自宅退院が主な対
象である。さらに，介護保険導入に
より転院者と施設入所者は，今まで
以上に医療・福祉の管理下に置かれ
るため登録の必要性が低くなってお
り14），対象は自宅退院割合の高い集
団と予測された。
今回の結果から，自宅退院割合の

時代変遷として，時代推移に伴う低
下が明らかになった。一方，在宅療
養の推進を目的とした社会的支援な
らびに制度の時代変遷として，平成
２年のゴールドプラン，平成７年の
新ゴールドプランがあり，次に続く
平成12年のゴールドプラン21では，訪問看護ス
テーションの倍増，介護老人福祉施設（特別養
護老人ホーム）の増設等の目標値が掲げられ，
同年には介護保険が導入された1）。医療では，
主なものに平成４年の療養型病床群設置の制度
化，平成14年の入院基本料の改定があった1）。
在宅療養に関する支援体制の改変，創設が相次

ぐ中，公平な利用と負担を制度化した介護保険
は，平成12年の開始とはいえ在宅療養の現状を
示している。そこで，介護保険開始以降の各施
設数と利用者数の時代推移を社会的支援体制の
時代変遷として確認し15）16)，自宅退院との関連
をみた。平成12年から15年の推移と増加率（平
成15年の12年対比），ならびに全国との比較か
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総数 男性 女性

性
男性／女性

年齢
65～74歳／55～64歳
75～84歳／55～64歳
85歳以上／55～64歳

時代
1994～1995／1991～1993
1996～1997／1991～1993
1998～1999／1991～1993
2000～2001／1991～1993
2002～2003／1991～1993

自力による行動範囲
歩くことができる／移動できない
立つことができる／移動できない
移動できる／移動できない

認知症状の有無
なし／あり
未回答／あり

注 1) 自宅退院と年齢・性別・時代・自力による行動範囲・認知症
状の有無の５項目を同時に用いて，多重ロジスティック回帰分
析を行った。
2) ＊＊：ｐ＜0.01，＊：ｐ＜0.05

平成12年 13 14 15
増加率1)

（％）

全国
療養型病床群
病床数（千床）
新患者数（千人）
病床利用率（％）
訪問看護
施設数（カ所）
利用者数（千人）
通所介護
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護老人福祉施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護老人保健施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護療養型医療施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）

富山県
療養型病床群
病床数（千床）
新患者数（千人）
病床利用率（％）
訪問看護
施設数（カ所）
利用者数（千人）
通所介護
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護老人福祉施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護老人保健施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）
介護療養型医療施設
施設数（カ所）
利用者数（千人）

資料 平成12～15年医療施設調査病院報告（厚生労働省大臣官房統計
情報部編）
平成12～15年介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省大臣

官房統計情報部編）
注 1) 平成15年の12年対比
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ら富山県の状況をみた 。
訪問看護と通所介護においては，通所介護の

利用者数の増加率が他の施設より高い値だった。
次に，最終的に自宅退院を目指す支援として，
病院の療養型病床群，介護老人福祉施設，介護
老人保健施設，介護療養型医療施設についても
同様に確認した。療養型病床群の病床・新患者
数は全国，富山ともに経年的に増加し，病床利
用率は90％台の近似した値を維持していた。介
護老人福祉施設，介護老人保健施設の利用者数
の増加率は富山県の方が高く，また介護老人福
祉施設の方が高かった。一方，介護療養型医療
施設は利用者数の増加率はプラスだったが，施
設数の増加率は，全国，富山県ともにマイナス
だった。通所介護の場合，施設数の増加が他の
施設よりも著しく，増加率の結果をこれに伴う
ものとすると，介護老人福祉施設・療養型病床
群の利用の高まりが時代変遷としてよみとれた。
以上から，介護保険導入後，介護老人福祉施

設・療養型病床群の施設充実とその利用が進む
時代背景の下，脳卒中患者は退院先の幅を広げ，
自宅退院以外を選択する状況にあることがわ
かった。また，平成12～15年の間，介護保険導
入年に抑止効果がわずかにみられたものの，介
護保険による在宅療養拡充の対策が必ずしも脳

卒中患者の自宅退院割合を上昇させるまでには
至っていないことも認められた。
一方で，この退院割合の低下は1991年からの
長期経過の延長で，介護保険以外の影響も考え
得る。その影響の一例に，患者数増加と有病期
間の長期化による施設入所者数の絶対的増加，
家族介護力の低下による自宅退院困難者の増加
などがあげられるが，この種の明確なデータは
なく，検討には至らなかった。今回は介護保険
開始から３年までの結果であり，自宅退院の動
向を含め，今後の観察が必要である。
自宅退院に関する研究の多くは，年齢や退院
時の レベル，合併症の有無，介護者の有
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無などの個人的背景との関連や影響について報
告している9)-12)。今回は，個人的背景を調整因
子とし，脳卒中患者の集団的傾向を捉え，自宅
退院の動向を把握した。本研究の結果は，脳卒
中患者の将来的問題を考える資料となったと考
える。

Ⅴ

脳卒中患者の自宅退院割合の時代変遷を把握
し，介護保険サービスの充足状況や利用状況を
背景に，退院の動向を考察した。平成12～15年
の自宅退院割合は全体的に低下傾向であったが，
介護保険導入年に低下がやや緩やかになってい
た。その間，介護老人福祉施設，療養型病床群
の施設数・利用者数の増加率が他施設よりも目
立っていた。以上より，介護保険導入によるこ
れらの施設数充実と利用の高まりを背景に，脳
卒中患者は退院先の幅を広げ，自宅以外を選択
する傾向にあることが示された。

１）厚生統計協会編．国民衛生の動向．厚生の指標

2004；51(9)：162-4．

２）岡山明．高血圧と脳卒中死亡 1980循環器疾患基

礎調査14年の追跡結果から．脳卒中 2002；624(2)

：502-6．

３）原田和宏，齋藤圭介，香川幸次郎，他．脳卒中の

長期機能予後についての文献的検討：研究成績と

その方法論．理学療法学 2002；29(6)：200-8．

４）患者調査 平成８，11，14年 上巻．厚生労働省

大臣官房統計情報部編．東京：厚生労働省大臣官

房，1999，2002，2005．

５）宗田高穂，中安弘幸，前田真伸，他．脳梗塞発症

後１年間の再発と死亡についての検討．米子医誌

2004；55：45-54．

６）厚生統計協会編．国民衛生の動向．厚生の指標

2005；52(9)：144．

７）杉原素子．脳卒中後遺症者の在宅介護．からだの

科学 2000；216：83-6．

８）野村陽子．保健医療福祉行政論．東京：メディカ

ルフレンド社，2004；83-9．

９）石川りみ子，崎腹盛造．脳卒中後遺症をもつ患者

の退院・転院後６ヶ月時点での自宅復帰に関連す

る要因．日本看護科学会誌 1998；18(1)：11-9．

10）岡本五十雄，菅沼宏之，鎌倉嘉一郎，他．家庭復

帰，施設入所に影響する諸条件．北海道リハビリ

テーション学会誌 1999；27：51-7．

11）前川俊彦，徳永泉，岩破康博．脳血管疾患患者の

自宅退院率．日赤医学 2003；54(3)：297-302．

12）植松海雲，猪飼哲夫．高齢者脳卒中患者が自宅退

院するための条件－ による解析－．リハビ

リテーション医学 2002；39：396-402．

13）井澤明子，土肥裕美子，横川博，他．脳卒中情報

システムの効果的な活用方法について．北陸公衛

2000；27(1)：61-3．

14）渡辺晃紀，菊地史恵，佐藤由紀子他．脳卒中の発

症及び登録に関する調査研究－第２報：全国脳卒

中登録事業実施状況調査－．栃木県保健環境セン

ター年報 2002；７号：59-62．

15）介護サービス施設・事業所調査 平成12-15年．厚

生労働省大臣官房統計情報部編．東京：厚生労働

省大臣官房，2000-2003．

16）医療施設調査 病院報告 平成12-15年 下巻．厚

生労働省大臣官房統計情報部編．東京：厚生労働

省大臣官房，2000-2003．

12― ―


